
中 国 企 観 第 ９ 号

平成２３年４月１３日

各 自 治 体 の 長 様

中 国 運 輸 局 長 荒 井 伸

当面の中国地方における観光に関する取組について

この度の東日本大震災により被災された皆様に、心からお見舞い申し上げます。

被災地から遠く離れた中国地方においても、官民を問わない支援の輪が大きく広がっ

ています。一方、生産活動の停滞や様々な活動の自粛等もあり、観光分野に対する影響

は他地域同様深刻なものと言えます。

昨日、大震災発生から１ヶ月を過ぎ、観光庁長官から「当面の観光に関する取組につ

いて」が発せられました。その概要は、次のとおりです。

１．被災を免れた各地域から、観光により「日本の元気」を積極的に発信していくこ

とは、被災地への応援に資する。

２．積極的に観光に関する取組を行うことは、経済を萎縮させずに、我が国の置かれ

ている困難な状況を乗り越え、世界に日本の元気な姿を示していくためにも重要。

３．東京電力・東北電力管内においても、様々な節電努力を行いながら、観光に関す

る取組を継続的に行うことは、地域全体の活性化に資するもの。

４．今後の被災地への対応については、地域のそれぞれの実情に応じ、地元のご要望

を踏まえつつ、観光庁としても最大限の支援をしていきたい。

いま私たちは、被災地の支援に力を注ぐとともに、正確な情報を発信して風評や自粛

ムードを払拭し、中国地方をはじめ西日本から、積極的に観光に関する取組を展開して

いくことが、日本全体を元気づけ、被災地の復興につながるものと思います。

自治体におかれても、地域行事や地域資源を活用した取組をすすめていただければ幸

いと存じます。
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各 関 係 団 体 の 長 様

中 国 運 輸局 長 荒 井 伸

当面の中国地方における観光に関する取組について

この度の東日本大震災により被災された皆様に、心からお見舞い申し上げます。

被災地から遠く離れた中国地方においても、官民を問わない支援の輪が大きく広がっ

ています。一方、生産活動の停滞や様々な活動の自粛等もあり、観光分野に対する影響

は他地域同様深刻なものと言えます。

昨日、大震災発生から１ヶ月を過ぎ、観光庁長官から「当面の観光に関する取組につ

いて」が発せられました。その概要は、次のとおりです。

１．被災を免れた各地域から、観光により「日本の元気」を積極的に発信していくこ

とは、被災地への応援に資する。

２．積極的に観光に関する取組を行うことは、経済を萎縮させずに、我が国の置かれ

ている困難な状況を乗り越え、世界に日本の元気な姿を示していくためにも重要。

３．東京電力・東北電力管内においても、様々な節電努力を行いながら、観光に関す

る取組を継続的に行うことは、地域全体の活性化に資するもの。

４．今後の被災地への対応については、地域のそれぞれの実情に応じ、地元のご要望

を踏まえつつ、観光庁としても最大限の支援をしていきたい。

いま私たちは、被災地の支援に力を注ぐとともに、正確な情報を発信して風評や自粛

ムードを払拭し、中国地方をはじめ西日本から、積極的に観光に関する取組を展開して

いくことが、日本全体を元気づけ、被災地の復興につながるものと思います。

みなさまにおかれても、地域行事や地域資源を活用した取組をすすめていただければ

幸いと存じます。
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観光庁長官 溝畑 宏 
 
 

当面の観光に関する取組について 
 
 
 この度の東日本大震災により被災された皆様に、心からお見舞い申し上げま
す。  
 
 現在、我が国は、この大地震や津波、それに伴う原子力発電所事故の発生に
より、未曾有の危機に置かれています。 
 
 全国の様々な分野で多大な影響が生じておりますが、様々な活動の自粛等も
あり、観光に関しても、直接の被害があった地域だけでなく、それ以外の観光
地においても旅行者が著しく減少するなど、各地域にとって深刻な状況となっ
ております。  
 
 現時点は、被災地におけるインフラ等の復旧作業や医療活動などの被災者へ
の直接的な支援が重要な局面にありますが、その一方で、被災を免れた各地域
から観光により「日本の元気」を積極的に発信していくことも、被災地への経
済的かつ精神的な応援になると考えております。 
 
 こうした観光の役割を踏まえて、観光関係者の皆様が、例えば、祭事等をは
じめとする季節に対応した地域行事、文化やスポーツ等の地域資源を活かした
ニューツーリズムへの取組、国際会議や外国人旅行者の誘致への取組など、現
在の厳しい状況を踏まえつつ積極的な観光に関する取組を行うことは、我が国
の置かれている困難な状況を経済を萎縮させずに乗り越え、世界に日本の元気
な姿を示していくためにも、意義があるものと思います。 
 
 また、東京電力・東北電力管内の観光関係者におかれましても、被災地域の
状況や被災された皆様の心情に十分配慮するとともに、様々な工夫による節電
努力を行いながら、観光に関する取組を継続的に行うことは、地域全体の活性
化に資するものと思います。 
 
 こうした取組の実施に際しては、被災された皆様の意向も踏まえたチャリテ
ィの実施や観光施設への招待など、被災された皆様への支援にも寄与する形を
並行して実施していただければ、なお望ましいものになると考えております。 
 
 今後の被災地への対応については、地域のそれぞれの実状に応じ、地元のご
要望を踏まえつつ、観光庁としても最大限の支援をしていきたいと考えており
ます。  
 
 今後、復興が進めば、観光産業は、被災から新生した地域を支える大きな柱
となります。その時のためにも、関係各位におかれましては、日本全体の観光
産業をもり立て、「観光で日本を元気に」「復興する日本の姿を世界の人々に
見ていただく」という強い気概を持って、日々の業務に邁進していただければ
と存じます。  


